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はじめに 
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すること、議員定数の上限を撤廃することなどについては、引き続き検討すること等を答申(1)























































自己改革の取り組みの一つに、議会の権限を増やしたことがある。地方自治法 96 条 1 項
には、15 件の議決事件が規定されているが、地方分権までは、法が列挙するもの以外には






まで数次の地方自治法改正がなされており、議員の議案提出要件も緩和(地自 112 条 2 項)
されている。しかしながら、地方自治法の画一性や規律密度の高さの問題から、各自治体が
自由に権限を拡大するのには限度がある。議会の自主性・自律性の拡大の観点から、基本的











成 18)年 5 月に「議会基本条例検討会」設置(議員 12 人で構成)し、9 月には、「議会基本条
例」の素案が公表され、素案に対するパブリックコメントが実施された後、2006（平成 18）
年第 4 回定例会に上程され、12 月の本会議において全会一致で可決成立し、12 月 26 日に公
布及び施行された。 
なお、制定された後も見直しは進められ、2011(平成 23)年 6 月に、「条例に関する検証検
討プロジェクト会議」(議員 9 人)を設置し、条例の規定に関して検討を加え、文書による質
問等を追加する等の条例の一部改正案を取りまとめ、2012(平成 24)年 6 月には、条例の一
部改正案が議員提出案として提出され、全会一致で可決している。さらに、2017(平成 29)
年 9 月には、「議会改革度の向上及び議会基本条例の改正に関する検討プロジェクト会議」
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せるという機能があり、政策集団としての役割がある。議会運営において会派の存在が不可
欠であることを重視(15)して、三重県条例では、「議員は議会活動を行うため、会派を結成す














構築」(8 条 1 項)し、「合議制の機関としての特性を生かし、知事等との立場及び権能の違
いを踏まえ、議会活動を行わなければならない。」(同条 2 項)として、知事等との関係の基
本原則を定める。具体的には、「知事等の事務の執行について」、監視及び評価を行い、県民













ため、自治法 96 条 1 項に限定的に列挙された事項に加えて、必要と認められるものを条例




それを受けて、近年、基本的な行政計画の策定・改廃を地方自治法 96 条 2 項に基づく議
決事項とする条例が徐々に増加しつつあり、2016 年 4 月１日現在、都道府県では、1 都 1








ための機関を置くことができる(地自 138 条の 4 第 3項)と定めている。一方、議会について
は、事務局の規定を置くのみである(同法 138 条)。2006（平成 18）年の地方自治法改正に
より、議案の審査又は地方公共団体の事務に関する調査のため、専門的事項に係る調査を学
識経験者等にさせることができるという「専門的知見の活用」(同法 100 条の 2)が規定され
たことから、この「専門的知見の活用」の一類型として、議会の調査機能等を補完するため














務局の機能強化及び組織体制の整備(25 条 1 項)と、専門的知識経験等を有する者を任期付
職員として採用することによって、事務局体制の充実を図る(同条 2 項)ことを定める。さら
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に、調査研究機能の強化のため、議会図書館を適正に管理し、運営するとともに、その機能
の強化に努める」こと(26 条 1 項)を定める。議員は、「調査研究のため、積極的に議会図書






































させることができるよう「県民の議会活動に参画する機会の確保に努め」(18 条 1 項)、執
行機関の事務執行に対する監視・評価、政策立案・政策提言の過程における住民参加の具体
的な方法として、「参考人、公聴会等の積極的な活用及び県民との意見交換等」の制度の充
















意見を聞くことができ(地自 115 条の 2 第 1 項)(33)、委員会の調査または審査に資するため






本条例 18 条 2 項では、積極的な活用に努めることをうたっているが、その活用について
は進展しているとはいえないのが現状である。公聴会の開催が進まない一因として、その手










会は、「多様な媒体を用いた県民への情報提供に努める」(19 条 1 項)必要がある。第 28 次
地方制度調査会の「地方の自主性・自律性の拡大及び地方議会のあり方に関する答申」(平


































三重県議会基本条例でも、第 8 章「政治倫理」として、第 4 条の「議員の責務及び活動原
則」を受けて、「県民の代表として良心と責任感を持って、議員の品位を保持し、識見を養



















































（5）沼田良「自治基本条例と議会基本条例(下)」自治総研 388 巻 2011 年 2 月号 44 頁参照。  
（6）岩名秀樹、駒林良則「議会基本条例の可能性(2・完)」名城法学 58 巻 1・2号 6頁参照。 
（7）中川義朗・村上英明・小原清信編『地方自治の法と政策』(法律文化社、2019 年)102 頁参照。 
（8）沼田良「自治基本条例と議会基本条例(上)」自治総研 383 巻 2010 年 9 月号 24 頁参照。 





いての規定(7条の 2)を追加した。  
（12）三重県議会「分権時代を先導する議会を目指して」(2019 年)4-6 頁参照。 
（13）三重県議会「三重県議会基本条例 逐条解説(平成 30 年 6 月 11 日)」10 頁、三重県議会「議場を
対面演壇方式に」(2013 年改訂)3-4 頁参照。  




（17）岩名秀樹、駒林良則「議会基本条例の可能性(1)」名城法学 56 巻 4号 28 頁。  
（18）同上。 
（19）松本・注(1)379-380 頁。 
（20）宇賀克也『地方自治法概説［第 8版］』(有斐閣、2019 年)263 頁参照。 
（21）このことに関する事件として、名古屋市中期戦略ビジョン再議決事件(名古屋地判平成 24(2019)年
1 月 19 日判例集未登載)がある。名古屋市会は、議員提案により、地方自治法 96 条 2 項に基づき、市
の総合計画の策定等に関して「議決すべき事件等に関する条例」を可決した。名古屋市長は、この議




行ったため、市長は、176 条 5項に基づき愛知県知事に審査を申し立て、255 条の 5に基づく県の自治
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岩名、駒林・注(6)15 頁参照。 
（24）岩名、駒林・注(6)16 頁。 
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